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陳情第１０６号　

１　透析時の食事代について

２　神奈川県在宅重度障害者等手当の経過

３　川崎市心身障害者手当の経過

４　障害者福祉事業費予算（抜粋）

（千円）

中事業名 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

自立支援医療事業 4,915,666 5,045,228

障害者医療援護事業 2,969,524 3,000,899

障害者(児)補装具給付事業費 274,145 288,374

移動支援事業 1,287,523 1,352,074

地域生活支援等事業（日常生活用具等給付事業） 402,560 454,334

障害者手当等支給事業 611,886 591,154

合計 10,461,304 10,732,063

５　市長による要望活動

変更の概要については、別添のとおり

※　「川崎市心身障害者手当を受給されている皆様へ」

要望活動の詳細については、別添のとおり

※　「平成２９年１２月１３日　報道発表資料」

平成２２年４月から支給対象者、支給要件及び手当の額などについて変更があった。

変更の概要については、別添のとおり

※　「神奈川県在宅重度障害者等手当支給条例の改正の概要」

※　見直し内容は、川崎市在宅重度重複障害者等手当と同じである。

平成２４年４月から名称を川崎市在宅重度重複障害者等手当に改め、対象者を変更した。

　平成１４年の診療報酬改定により、外来透析実施時の食事加算（６３点＝６３０円）が

平成３０年度における重度障害者医療費助成制度継続についての陳情　追加資料

廃止となり、療養の一環として「透析食」等の食事療養が必要となるケースについては、

透析に係る診療報酬の中で食事に要する経費も含めて包括的に評価しているとの整理

　また、療養の一環ではない「一般食」等の食事の提供については、患者からの実費を徴収

することができることとなった。

重度障害者医療費助成制度の変遷については、別添のとおり

※　「重度障害者医療助成事業」
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事業名

実施主体

平成４８年　４月

昭和５８年　２月

昭和５９年１０月

昭和６０年

平成　６年１０月

平成　７年

平成　８年

平成　９年１０月

平成１０年

平成１１年

平成１２年

平成１３年

平成１３年１０月

平成１６年　４月

平成１６年１０月

平成２０年１０月 県補助制度の変更（一部負担金相当額（入院１日１００円・通院１回２００円）、

　　　　　　　　　　65歳以上新規申請者給付分は補助対象外）

　　　　　　　　（審査支払手数料の県補助対象化）

県内国保加入者の対象化

国保カード化に伴う市国保加入者への医療証の交付開始

平成２１年１０月 県補助制度の変更（所得制限額超過者給付分は補助対象外）

平成２４年４月 精神障害者１級（入院除く）が県の補助対象に（川崎市では対象外）

平成２５年１０月 精神障害者１級の者（入院に係る医療費を除く）を新たに医療費の助成対象に加える

平成２8年３月

内訳： 扶 助 費 2,916,472 千円

助成事務費 84,427 千円

対象人員数 内訳： 一 般 重 度 11,884 人

（平成2８年度末） 高 齢 重 度 7,176 人

社保分（柔整等除く）の支払基金への審査支払委託化(4月請求分(主に3月診療分)から)

助成の範囲

　医療保険各法の規定により医療に関する給付が行われた場合における医療のうち、当該法令の規定に

よって世帯主・組合員・被保険者が負担すべき額を助成する。

（1）入院・通院の保険適用の医療費自己負担額

（2）後期高齢者医療の一部負担金

（3）訪問看護ステーション基本利用料

  ※　食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額は助成対象外

  ※　精神障害者手帳のみで重度医療に加入された場合、入院医療に係る医療費は助成対象外

　自立支援医療等他の公費負担制度により医療費の給付をうけているときは、公費負担制度の給付分に

ついては、助成対象とならない。

目的

対象者

　　（1）身体障害者手帳１・２級の手帳の交付を受けている者

　　（2）療育手帳A1･A2の手帳の交付を受けている者

　　　　  知能指数が35以下と判定された者

　　（3）身体障害者手帳3級の手帳の交付を受け、なおかつ療育手帳B1の手帳の交付を受けている者

　　　　  もしくは身体障害者手帳3級の手帳の交付を受け、なおかつ知能指数が５０以下と判定された者

　　（4）精神障害者保健福祉手帳１級の手帳の交付を受けている者

２　次の者は対象とならない

　　（1）生活保護をうけているもの

19,060 人

平成2９年度予算 3,000,899 千円

県費補助率１／３

高齢重度対象者の県内現物給付化（県外は従来どおり口座振込み）

訪問看護基本利用料の現物給付化（平成12年3月診療分から）

県費補助率５２．５％に削減（以下毎年７．５％削減）

社会保険加入者の県内現物給付化

入院時食事療養費標準負担額の助成廃止（４月受診分から）

県費補助率６０％に削減

　重度障害者に対し、医療費の一部を助成し、もって重度障害者の保健の向上に寄与するとともに、福祉

の増進を図ることを目的とする。

１　対象になる者

制度経過

県費補助率１００％で制度を開始、国保現物・社保償還払い

老人保健法該当者を助成対象とする

社会保険加入者の本人分を助成対象とする

県費補助率９５％に削減

入院時食事療養費標準負担額の助成開始

県費補助率９０％に削減

県費補助率８５％に削減

入院時食事療養費標準負担額の助成打ち切り（川崎市は助成継続）

社会保険加入者の市内現物給付化

県費補助率７７．５％に削減

県費補助率７０％に削減

〈事業開始年度〉

〈昭和４８年４月１日〉

　　昭和４８年４月から、県下市町村を実施主体とした県の補助事業として、当初は１００％の県費補助

　事業として「重度障害者医療費助成制度」を開始した。

川崎市

障　　重度障害者医療費助成事業

法令根拠

１　川崎市重度障害者医療費助成条例（昭和４８年３月３１日　条例第１４号）

２　川崎市重度障害者医療費助成条例施行規則（昭和４８年３月３１日　規則第１４号）

３　川崎市高齢重度障害者医療費助成要綱

４　重度障害者医療費助成事業に係る事務取扱手数料に関する要綱
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これまでもお知らせしてきましたとおり、川崎市の障害者手当は、

平成２４年より制度が改正され、下記の支給要件となりました。

● 新たな手当の対象者について

① 障害要件 ② 在宅要件
継続して３ヶ月を超えて、施設又は病院に入所又は

Ａ 入院していない方

※ 身体・知的・精神の うち、２つ以上の重度障害が ③ 年齢要件
ある方（２種類以上の手帳等を所持） ６５歳よりも前に手帳を取得又は特別障害者等手当を

ア 身体障害者手帳１級、２級　＋　ＩＱ５０以下　 受給開始された方

イ 身体障害者手帳１級、２級　＋　精神手帳１級 （ただし、今回の心身障害者手当を受給した方は、

ウ ＩＱ３５以下　＋　精神手帳１級 年齢要件は関係ありません。）

エ 身体障害者手帳３級＋精神手帳１級＋ＩＱ５０以下

※ 療育手帳と ＩＱの関係 ④ 市内居住要件
申請する年の２月１日から、川崎市内に継続して

お住まいの方

Ｂ 特別障害者手当又は障害児福祉手当受給者 ⑤ 所得要件
手当支給年度の前年所得が基準となる額を

超えない方

Ａ２ Ｂ１手帳

障害（ 手帳） 重複者（ ア～エのいずれかの者）

Ａ１

川崎市心身障害者手当を受給されている皆様へ

以下の ① ～⑤ の すべ ての要件を満たす方が対象となります。

ＩＱ ２０以下 ２１～３５ ３６～５０

※　 下記ＡあるいはＢのいずれかに該当する方

※（ 対象見込の方は、川崎市より申請期間に合わせ、ご案内を送付いたします。）

川崎市か らの重要なお知らせです。

新たな手当の支給要件に該当しない場合は、

今回の支給（経過措置分）をもって、心身障害者

手当は終了となります。

※支給終了に関わる手続の必要はありません。

新たな手当の支給要件に該当見込みの方は、８月１日～９月１０日までに各区役所
保健福祉サービス課又は各地区健康福祉ステーション障害者支援係にて、申請手続きを
行って下さい。
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川崎市心身障害者手当は、障害のある方への在宅福祉施策がほとんどなか った昭和４６年に施設入所者との

サービス格差を緩和するためにつ くられた制度です。

その後の ４０年間でホームヘルプサービスや短期入所など様々な在宅サービスが整備、充実されたことを踏ま

えて、川崎市心身障害者手当制度の見直しとともに 、障害のある方が安心して地域生活を送れるような、新たな

在宅福祉サービスの拡充を行います。

● 在宅生活を支える地域づくり (相談支援システムの充実、新たな障害に対する専門的支援体制の構築など )

● 重度化や高齢化に対応した住まいと生活支援 重度及( び高齢障害者に配慮したグループホームの整備など )

● 自立生活と社会参加のきめ細かな支援 福祉用具( の給付等の充実など )

１．なぜ手当を見直しするの か

２．新たな在宅福祉施策について（平成２４年度以降、順次実施しています。）

この お知らせに関するお問合せ先

● 　電話 （受付時間 平日 午前８時半～午後５時）

　　　時間帯等によっては、お問い合わせが集中して、電話がつながりに くい場合がありますので、
　　　ご了承ください。

専用ダ イヤル

平成２４年７月２３日（月）～８月１４日（火） ０４４－２００－９１０４

平成２４年８月１５日（水）以降 （受付時間 平日 午前８時半～１２時 ・ 午後１時～５時１５分）

◎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 手当に関するお問合せ先

０４４－２００－２９２８・２６５３ （川崎市障害福祉課）

◎ 新たな在宅福祉施策に関するお問合せ先
０４４－２００－２６５４ （川崎市障害計画課）

● 　ＦＡＸ番号 ０４４－２００－３９３２

〒２１０－８５７７　川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市健康福祉局　障害保健福祉部　障害福祉課・障害計画課

手当給付制度に代わり、障害の ある方が安心して地域生活を
送れるような、新たな在宅福祉サービスの拡充を行います。
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